
【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成26年11月13日

【四半期会計期間】 第58期第２四半期(自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日)

【会社名】 日立キャピタル株式会社

【英訳名】 Hitachi Capital Corporation

【代表者の役職氏名】 執行役社長    三浦  和哉

【本店の所在の場所】 東京都港区西新橋一丁目３番１号

（平成26年９月１日から本店所在地　東京都港区西新橋二丁目15番12号

　が上記のように移転しております。）

【電話番号】 03(3503)2194

【事務連絡者氏名】 経営戦略統括本部 法務部長   足立 正人

【最寄りの連絡場所】 東京都港区西新橋一丁目３番１号

【電話番号】 03(3503)2194

【事務連絡者氏名】 経営戦略統括本部 法務部長   足立 正人

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 

 

EDINET提出書類

日立キャピタル株式会社(E04779)

四半期報告書

 1/27



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第57期

第２四半期
連結累計期間

第58期
第２四半期

連結累計期間
第57期

会計期間

自 平成25年
   ４月１日
至 平成25年
   ９月30日

自 平成26年
   ４月１日
至 平成26年
   ９月30日

自 平成25年
   ４月１日
至 平成26年
   ３月31日

営業収益 (百万円) 62,544 68,874 127,979

営業利益 (百万円) 15,863 18,271 32,598

経常利益 (百万円) 16,494 19,591 33,619

四半期(当期)純利益 (百万円) 11,806 13,625 22,195

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 15,985 18,733 31,977

純資産額 (百万円) 293,713 323,189 307,005

総資産額 (百万円) 2,194,833 2,591,169 2,390,601

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 101.01 116.57 189.89

自己資本比率 (％) 12.9 12.1 12.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △65,418 △121,731 △133,300

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,169 △4,068 △11,722

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 67,665 144,493 149,057

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 132,530 158,208 138,150
 

 

回次
第57期

第２四半期
連結会計期間

第58期
第２四半期

連結会計期間

会計期間

自 平成25年
   ７月１日
至 平成25年
   ９月30日

自 平成26年
   ７月１日
至 平成26年
   ９月30日

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 53.86 60.28
 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  営業収益には消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４ 営業活動によるキャッシュ・フローには、賃貸資産の取得及び資産の流動化による入金・決済を含んでおり

ます。
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２ 【事業の内容】

第１四半期連結会計期間より、平成26年４月１日付けで実施した事業執行体制の見直しにより、事業セグメントを

従来の「金融収益事業」「手数料収益事業」「仕入・販売収益事業」「グローバル事業」の４区分から、下記の６区

分に変更しております。

　日本事業においては、近年の環境変化に伴うビジネスモデルの転換により、多様化した顧客のニーズ（アカウン

ト）に対し金融サービスを提供する「アカウントソリューション」、提携ベンダーの販売促進等のニーズに対し金融

サービスを提供する「ベンダーソリューション」の２事業に区分いたしました。また、グローバル事業においては、

成長戦略の推進とガバナンス強化の両立をめざし、各地域における事業執行責任者を新設し、「欧州」「米州」「中

国」「ASEAN」の４事業に区分いたしました。

　なお、当第２四半期連結累計期間における主要な関係会社の異動は次のとおりであります。

(欧州)

 第１四半期連結会計期間においてCorpo Flota Sp. z o.o.の株式を新たに取得したことにより、同社を連結の範囲

に含めております。

(米州)

 第１四半期連結会計期間においてCLE Canadian Leasing Enterprises Ltd.の株式を新たに取得したことにより、

同社及びその子会社３社を連結の範囲に含めております。

(ASEAN)

 当第２四半期連結会計期間において新規設立により、PT. Hitachi Capital Finance Indonesiaを連結の範囲に含

めております。

(その他)

 当第２四半期連結会計期間においてDBJ証券株式会社の株式を売却したことにより、同社を持分法適用の範囲から

除外しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在していません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 業績の状況

＜当第２四半期連結累計期間における事業環境＞

世界経済は、ウクライナや中東等での地政学的リスクが懸念されましたが、米国での雇用改善や住宅投資回復、

英国の成長持続、中国の外需と投資の回復等により、緩やかな回復が継続しました。

日本では、金融緩和政策等により、緩やかな景気回復が続きましたが、消費税率引き上げに伴う影響がリース取

扱高等で見られました。

 

＜当第２四半期連結累計期間における施策＞

当社グループは、昨年６月に公表した平成28年３月期を最終年度とする「中期経営計画」において、「トランス

フォーメーション」による事業構造改革を通じ、“勝てる経営体質”への転換を進めております。日本・グローバ

ル４極（欧州、米州、中国、ASEAN）の地域戦略に加え、グループ共通戦略（日立グループ連携、ビークルソ

リューション、アカウント営業）により、成長戦略の実現をめざすとともに、健全な財務体質の維持、業務品質の

向上、リスクマネジメントの高度化等、経営基盤の強化を図っております。

当第２四半期連結累計期間において、日本事業では、注力６分野（社会インフラ、環境・再生可能エネルギー、

ベンダーファイナンス、オートリース、ヘルスケア、アグリ）を中心にリソースのシフトを図るとともに、収益性

の低下した消費者向け事業の縮小を進める等、取捨選択による事業性向上を追求してまいりました。本年9月に

は、東京都内に点在していた本社及びグループ会社の事務所集約が完了し、顧客起点のアカウント営業強化に向け

た“働き方変革”や業務効率化を推進しております。グローバル事業では、４極（欧州、米州、中国、ASEAN）で

の成長戦略推進とガバナンス強化による“規律あるグローバル展開”を図ってまいりました。欧州及び米州では、

英国の消費者向け・法人向け事業の拡大や、ビークルソリューション事業のポーランド、カナダ等への展開に努め

ました。また、中国及びASEANの一部地域では、事業ポートフォリオ転換やガバナンス強化等、将来の成長を見据

えた事業構造改革や、シンガポールのアジア大洋州地域統括社を中心としたASEAN地域の事業推進に向け、本年６

月と９月にHitachi Capital Singapore Pte. Ltd.の増資を実施いたしました。日立グループとの連携では、日本

における風力・太陽光発電事業の拡大、海外においてはエネルギーコスト削減支援ソリューションやファクタリン

グ事業の強化、外部金融機関との提携等も活用した各地域での販売金融拡大等を推進いたしました。
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＜当第２四半期連結累計期間の業績＞

 当第２四半期連結累計期間においては、欧州を中心としたグローバル事業の拡大により、営業収益は前年同期比

10.1％増の68,874百万円、営業利益は同15.2％増の18,271百万円となりました。経常利益は、営業利益の増加に加

え、投資有価証券売却益を計上したこと等により、同18.8％増の19,591百万円となり、結果、四半期純利益は同

15.4％増の13,625百万円となりました。

　

当第２四半期連結累計期間の業績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。また、以下の各セグメン

ト利益の合計は、営業利益から各セグメントに属さない損益及びセグメント間取引消去等の調整額を除いた数値と

なっております。

 

(アカウントソリューション)

ヘルスケアやアグリ等の取扱高が減少したこと等により、アカウントソリューションの営業収益は前年同期比

1.9％減の23,718百万円となり、セグメント利益は同10.1％減の6,926百万円となりました。

 

(ベンダーソリューション)

消費税率引上げに伴う影響等により、取扱高が減少したことから、ベンダーソリューションの営業収益は前年同

期比6.6％減の7,983百万円となり、セグメント利益は同20.0％減の1,543百万円となりました。

 

(欧州)

英国の消費者向けファイナンス事業が好調に推移したこと等により、欧州の営業収益は前年同期比38.9％増の

19,650百万円となり、セグメント利益は同41.0％増の7,665百万円となりました。

 

(米州)

本年５月にカナダのCLE Canadian Leasing Enterprises Ltd.を連結子会社化したことや、米国事業の拡大等に

より、米州の営業収益は前年同期比66.3％増の3,645百万円となり、セグメント利益は同30.1％増の700百万円とな

りました。

 
(中国)

香港での自動車ファイナンス等の消費者向け事業が堅調だったこと等により、中国の営業収益は前年同期比

11.3％増の6,738百万円となり、セグメント利益は、中国本土の貸倒費用が減少したこと等により、同17.2％増の

2,353百万円となりました。

 

（ASEAN）

タイ、マレーシアでの事業が拡大したこと等により、ASEANの営業収益は前年同期比13.0％増の3,951百万円と

なり、セグメント利益は、貸倒費用が減少したこと等から、331百万円（前年同期は241百万円の損失）となりま

した。

 

EDINET提出書類

日立キャピタル株式会社(E04779)

四半期報告書

 5/27



 

(2) 財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末における財政状態の状況は次のとおりです。

 

①  資産の部

総資産残高は、主に欧州において受取手形及び売掛金が増加したこと、及び米州においてリース債権及びリース

投資資産が増加したこと等により、前連結会計年度末に比し200,568百万円増加の2,591,169百万円となりました。

 

②  負債の部

負債残高は、主に国内及び欧州において社債が増加したこと等により、前連結会計年度末に比し184,384百万円

増加の2,267,980百万円となりました。

 

③  純資産の部

 純資産残高は、当四半期純利益13,625百万円を計上したこと、配当金2,922百万円を支払ったこと、及び円安の

影響により為替換算調整勘定が4,868百万円増加したこと等により、前連結会計年度末に比し16,183百万円増加の

323,189百万円となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比し20,058百万円増加

の158,208百万円となりました。

 

 

前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

(百万円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

(百万円)

増減(百万円)

営業活動による
キャッシュ・フロー

△65,418 △121,731 △56,313

投資活動による
キャッシュ・フロー

△3,169 △4,068 △898

財務活動による
キャッシュ・フロー

67,665 144,493 76,828
 

 

①  営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、121,731百万円の資金流出となりました。この主な内訳は、売上債権の

増加額81,282百万円、リース債権及びリース投資資産の増加額41,377百万円、賃貸資産の取得による支出54,112

百万円、及び賃貸資産の売却による収入24,710百万円等であります。

 

②  投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、4,068百万円の資金流出となりました。この主な内訳は、連結の範囲の

変更を伴う子会社株式の取得による支出7,019百万円、社用資産の取得による支出（主に再生可能エネルギー事業

に係る支出）4,108百万円等であります。

 

③  財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、144,493百万円の資金流入となりました。この主な内訳は、社債の発行

による収入187,371百万円、長期借入れによる収入82,086百万円等であります。

 

上記の結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計したフリー・

キャッシュ・フローは、125,800百万円の資金流出となりました。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

＜会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の概要＞

金融サービス会社である当社にとって信用力と資金調達の多様化は最も重要なことであり、なかんずく資本市場

からの評価と調達はその基本というべきものと考えております。

従って、当社は株式の上場を通じて投資家、株式市場から、将来の成長のための資本の提供をいただくとともに

日々評価されることを通じて、より緊張感のある経営を実践することが、当社の企業価値増大のためにきわめて重

要であると認識しております。

一方、「モノ」を専門とする金融サービスを標榜する当社は、親会社である株式会社日立製作所及び同社グルー

プ各社が有する多業態の販売力や商品ルート等の経営資源を相互に有効活用することによりビジネスの基盤をつく

り、さらに外延に展開させることによって、広く多方面の提携先やお客様のお役にたつことを目指し経営を進めて

おります。

当社としては、これらの認識を踏まえ企業統治の体制確立や経営計画の策定に取り組み、親会社のみならず広く

株主全般の利益の確保に努めてまいります。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 270,000,000

計 270,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 124,826,552 124,826,552
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株である。

計 124,826,552 124,826,552 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年７月１日～
平成26年９月30日

― 124,826 ― 9,983 ― 44,535
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(6) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 68,378 54.78

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 6,590 5.28

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11－３ 6,126 4.91

株式会社日立ハイテクノロジーズ 東京都港区西新橋１丁目24－14 2,325 1.86

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 1,295 1.04

ザ チェース マンハッタン バンク
エヌエイ ロンドン エス エル
オムニバス アカウント
(常任代理人 株式会社みずほ銀行 
決済営業部)

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND
(東京都中央区月島４丁目16－13)

1,224 0.98

資産管理サービス信託銀行株式会社
（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－12 793 0.64

メロン バンク エヌエー アズ
エージェント フォー イッツ
クライアント メロン オムニバス
ユーエス ペンション
(常任代理人 株式会社みずほ銀行 
決済営業部)

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108
(東京都中央区月島４丁目16－13)

778 0.62

ＣＢＬＤＮ　ＳＴＡＮＤＡＲＤ　Ｌ
ＩＦＥ　ＡＳＳＵＲＡＮＣＥ　ＬＩ
ＭＩＴＥＤ－ＰＥＮＳＩＯＮ 　ＦＵ
ＮＤＳ
(常任代理人 シティバンク銀行株
式会社)

CITIGROUP CENTRE, CANADA SQUARE,
CANARY WHARF, LONDON E14 5LB UK.
(東京都新宿区新宿６丁目27-30)

725 0.58

日立キャピタル社員持株会 東京都港区西新橋１丁目３－１ 719 0.58

計 ― 88,957 71.26

 

（注）当社は自己株式7,939千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.36％)を保有しておりますが、当該自己

株式には議決権がないため、上記の大株主から除いております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

7,939,300
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

116,862,200
1,168,622 ―

単元未満株式
普通株式

25,052
― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 124,826,552 ― ―

総株主の議決権 ― 1,168,622 ―
 

(注)１ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式31株が含まれております。

   ２ 「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式数1,400株及び議決権の数14個

がそれぞれ含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日立キャピタル株式会社

東京都港区西新橋
１丁目３－１

7,939,300 ― 7,939,300 6.36

計 ― 7,939,300 ― 7,939,300 6.36
 

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 31,023 43,061

  受取手形及び売掛金 955,301 1,064,494

  リース債権及びリース投資資産 ※1  827,641 ※1  888,506

  関係会社預け金 ※2  117,602 ※2  122,891

  有価証券 7,033 5,013

  前渡金 17,471 16,274

  前払費用 6,280 11,683

  繰延税金資産 11,066 11,113

  その他 18,227 19,507

  貸倒引当金 △16,086 △16,813

  流動資産合計 1,975,561 2,165,734

 固定資産   

  有形固定資産   

   賃貸資産 ※1  230,131 ※1  237,325

   社用資産   

    建物及び構築物（純額） 2,305 2,234

    機械装置及び運搬具（純額） 3,122 8,031

    工具、器具及び備品（純額） 1,503 2,163

    土地 129 128

    建設仮勘定 4,199 2,822

    社用資産合計 11,260 15,379

   有形固定資産合計 241,391 252,704

  無形固定資産   

   賃貸資産 ※1  40,012 ※1  36,474

   その他の無形固定資産   

    のれん 3,028 6,499

    その他 6,295 5,917

    その他の無形固定資産合計 9,323 12,416

   無形固定資産合計 49,336 48,890

  投資その他の資産   

   投資有価証券 89,499 86,044

   退職給付に係る資産 722 774

   繰延税金資産 12,298 12,227

   その他 21,796 24,801

   貸倒引当金 △5 △7

   投資その他の資産合計 124,311 123,840

  固定資産合計 415,040 425,435

 資産合計 2,390,601 2,591,169
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 276,349 256,941

  短期借入金 319,639 353,528

  コマーシャル・ペーパー 171,220 188,539

  1年内償還予定の社債 106,757 71,567

  
1年内支払予定の債権流動化に伴う長期支払債
務

※3  81,183 ※3  73,921

  未払金 40,322 42,823

  未払法人税等 4,730 5,009

  ローン保証引当金 ※4  3,500 ※4  2,900

  資産除去債務 556 549

  その他 58,592 67,463

  流動負債合計 1,062,852 1,063,245

 固定負債   

  社債 314,720 481,161

  長期借入金 532,491 551,222

  債権流動化に伴う長期支払債務 ※3  89,123 ※3  84,923

  繰延税金負債 2,929 3,361

  役員退職慰労引当金 168 132

  保険契約準備金 ※5  7,228 ※5  7,152

  退職給付に係る負債 7,766 7,161

  資産除去債務 5,761 5,879

  その他 60,551 63,737

  固定負債合計 1,020,743 1,204,735

 負債合計 2,083,595 2,267,980

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 9,983 9,983

  資本剰余金 45,972 45,972

  利益剰余金 252,581 263,447

  自己株式 △14,332 △14,332

  株主資本合計 294,205 305,070

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 5,870 5,426

  繰延ヘッジ損益 △354 △581

  為替換算調整勘定 3,702 8,571

  退職給付に係る調整累計額 △6,288 △5,829

  その他の包括利益累計額合計 2,930 7,585

 少数株主持分 9,869 10,532

 純資産合計 307,005 323,189

負債純資産合計 2,390,601 2,591,169
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

 【四半期連結損益計算書】

 【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業収益   

 事業収益 62,057 68,260

 金融収益 486 614

 営業収益合計 62,544 68,874

営業費用   

 販売費及び一般管理費 ※1  37,373 ※1  39,477

 金融費用 9,307 11,126

 営業費用合計 46,681 50,603

営業利益 15,863 18,271

営業外収益   

 持分法による投資利益 643 846

 投資有価証券売却益 45 489

 その他 13 8

 営業外収益合計 703 1,344

営業外費用   

 固定資産除却損 68 18

 その他 3 6

 営業外費用合計 72 24

経常利益 16,494 19,591

特別利益   

 負ののれん発生益 1,771 ―

 特別利益合計 1,771 ―

特別損失   

 段階取得に係る差損 1,011 ―

 特別損失合計 1,011 ―

税金等調整前四半期純利益 17,254 19,591

法人税等 4,902 5,625

少数株主損益調整前四半期純利益 12,351 13,966

少数株主利益 545 341

四半期純利益 11,806 13,625
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 12,351 13,966

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △645 △487

 繰延ヘッジ損益 705 △227

 為替換算調整勘定 3,067 4,958

 退職給付に係る調整額 475 476

 持分法適用会社に対する持分相当額 29 46

 その他の包括利益合計 3,633 4,766

四半期包括利益 15,985 18,733

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 15,418 18,280

 少数株主に係る四半期包括利益 566 452
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 17,254 19,591

 減価償却費 43,131 43,424

 投資有価証券売却損益（△は益） △45 △489

 負ののれん発生益 △1,771 ―

 段階取得に係る差損益（△は益） 1,011 ―

 のれん償却額 2,151 499

 持分法による投資損益（△は益） △643 △846

 受取利息及び受取配当金 △308 △449

 支払利息 8,013 9,731

 売上債権の増減額（△は増加） △38,641 △81,282

 
リース債権及びリース投資資産の増減額（△は
増加）

△44,460 △41,377

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 910 118

 ローン保証引当金の増減額（△は減少） △377 △600

 賃貸資産処分損益（△は益） △374 △849

 賃貸資産の取得による支出 △55,853 △54,112

 賃貸資産の売却による収入 21,724 24,710

 仕入債務の増減額（△は減少） △23,220 △19,032

 流動化に伴う回収未払金の増減額（△は減少） 7,692 2,263

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △380 △604

 その他 573 △17,174

 小計 △63,614 △116,479

 法人税等の支払額 △1,803 △5,252

 営業活動によるキャッシュ・フロー △65,418 △121,731

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △6,867 △11,073

 定期預金の払戻による収入 6,275 13,894

 有価証券の取得による支出 △3,797 △2,301

 有価証券の売却及び償還による収入 4,300 3,500

 投資有価証券の取得による支出 △929 △410

 投資有価証券の売却及び償還による収入 2,714 2,698

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△2,251 △7,019

 関係会社株式の売却による収入 ― 113

 社用資産の取得による支出 △2,961 △4,108

 その他の無形固定資産の取得による支出 △1,032 △618

 利息及び配当金の受取額 1,352 1,250

 その他 26 6

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,169 △4,068
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           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △17,700 12,836

 
コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

△45,436 13,688

 長期借入れによる収入 107,654 82,086

 長期借入金の返済による支出 △34,296 △76,159

 社債の発行による収入 102,731 187,371

 社債の償還による支出 △35,011 △62,933

 利息の支払額 △7,832 △9,672

 少数株主からの払込みによる収入 ― 267

 配当金の支払額 △2,337 △2,922

 その他 △106 △69

 財務活動によるキャッシュ・フロー 67,665 144,493

現金及び現金同等物に係る換算差額 697 1,365

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △225 20,058

現金及び現金同等物の期首残高 132,756 138,150

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  132,530 ※1  158,208
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間において、株式の取得により、Corpo Flota Sp. z o.o.、CLE Canadian Leasing

Enterprises Ltd.及びその子会社３社を、それぞれ連結の範囲に含めております。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新規設立により、PT. Hitachi Capital Finance Indonesia

を連結の範囲に含めております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

　当第２四半期連結会計期間において、DBJ証券株式会社の株式を売却したことにより、同社を持分法適用

の範囲から除外しております。

 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
　 当第２四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１  税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年

度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算して

おります。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ リース債権及びリース投資資産、並びに賃貸資産は、当社グループの営業取引であるリース契約に係るもので

あります。

 

※２ 当社の親会社である株式会社日立製作所がグループ会社を対象に行っている資金集中取引に当社グループが参

加し、資金を預け入れているものであります。

 

※３ 当社グループのリース料債権を対象とした信託方式及びＳＰＣ方式等による流動化のうち、売買処理によらな

い流動化に伴う資金調達残高であります。

 

※４　提携ローン販売等に係る顧客に対する保証債務

 

　
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

提携ローン販売等に係る顧客に
対する保証債務額

　 345,181百万円 300,914百万円
 

 

※５　保険業法第116条及び117条の規定等に基づく責任準備金及び支払備金であります。
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費の内訳

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年９月30日)

従業員給料手当 15,767百万円 17,040百万円

退職給付費用 1,845百万円 1,927百万円

福利厚生費 2,091百万円 2,291百万円

賃借料 1,939百万円 2,329百万円

通信費 665百万円 653百万円

事務委託費 2,235百万円 2,758百万円

貸倒引当金及び
ローン保証引当金繰入差額

2,037百万円 1,548百万円

その他 10,791百万円 10,926百万円

販売費及び一般管理費合計 37,373百万円 39,477百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の第２四半期連結累計期間末残高と第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
 至 平成26年９月30日)

現金及び預金勘定 23,169百万円 43,061百万円

関係会社預け金勘定 114,605百万円 122,891百万円

         計 137,775百万円 165,953百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △5,244百万円 △7,744百万円

現金及び現金同等物 132,530百万円 158,208百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

(1) 配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月30日
取締役会

普通株式 2,337 20.00 平成25年３月31日 平成25年５月31日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月25日
取締役会

普通株式 2,688 23.00 平成25年９月30日 平成25年11月27日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

(1) 配当金支払額

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月29日
取締役会

普通株式 2,922 25.00 平成26年３月31日 平成26年５月30日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月27日
取締役会

普通株式 3,155 27.00 平成26年９月30日 平成26年11月28日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他

（注1）
合計

調整額

（注2）

（注3）

四半期

連結損益

計算書

計上額

日本

欧州 米州 中国 ASEAN 計アカウン

トソリュ

ーション

ベンダー

ソリュー

ション

営業収益            

外部顧客への

営業収益
23,209 8,579 14,150 2,192 6,053 3,496 57,682 6,150 63,832 △1,288 62,544

セグメント間の

内部営業収益

又は振替高

976 △31 ― ― ― ― 945 866 1,812 △1,812 ―

計 24,186 8,548 14,150 2,192 6,053 3,496 58,628 7,016 65,644 △3,100 62,544

セグメント利益

又は損失（△）
7,702 1,929 5,435 538 2,007 △241 17,372 1,206 18,578 △2,715 15,863

 

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、事業の開発及び再生により事業

構造転換を図る会社等を含んでおります。

２　セグメント営業収益の調整額△1,288百万円は、各報告セグメントに配分していない債権流動化に伴う営業収

益等であります。

３　セグメント利益の調整額△2,715百万円には、セグメント間取引及び連結子会社との配当金等の取引消去等

850百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△3,566百万円が含まれております。

全社費用は、主に報告セグメントに属さない一般管理費であります。

４　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他

（注1）
合計

調整額

（注2）

（注3）

四半期

連結損益

計算書

計上額

日本

欧州 米州 中国 ASEAN 計アカウン

トソリュ

ーション

ベンダー

ソリュー

ション

営業収益            

外部顧客への

営業収益
22,827 7,958 19,650 3,645 6,738 3,951 64,772 5,798 70,571 △1,696 68,874

セグメント間の

内部営業収益

又は振替高

890 25 ― ― ― ― 916 788 1,704 △1,704 ―

計 23,718 7,983 19,650 3,645 6,738 3,951 65,688 6,587 72,276 △3,401 68,874

セグメント利益

又は損失（△）
6,926 1,543 7,665 700 2,353 331 19,522 860 20,383 △2,112 18,271

 

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、事業の開発及び再生により事業

構造転換を図る会社等を含んでおります。

２　セグメント営業収益の調整額△1,696百万円は、各報告セグメントに配分していない債権流動化に伴う営業収

益等であります。

３　セグメント利益の調整額△2,112百万円には、セグメント間取引及び連結子会社との配当金等の取引消去等

1,190百万円、各報告セグメントに配分していない全社費用△3,302百万円が含まれております。

全社費用は、主に報告セグメントに属さない一般管理費であります。

４　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（のれんの金額の重要な変動）

　第１四半期連結会計期間において、株式の取得により、Corpo Flota Sp. z o.o.、CLE Canadian Leasing

Enterprises Ltd.及びその子会社３社を連結の範囲に含めております。取得原価の配分が完了していないため暫定

的な金額ではありますが、当該事象により発生したのれんの金額は3,683百万円であります。

　なお、のれんはセグメントごとの配分を行っておりません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間より、平成26年４月１日付けで実施した事業執行体制の見直しにより、事業セグメント

を従来の「金融収益事業」「手数料収益事業」「仕入・販売収益事業」「グローバル事業」の４区分から、下記の

６区分に変更しております。

　日本事業においては、近年の環境変化に伴うビジネスモデルの転換により、多様化した顧客のニーズ（アカウン

ト）に対し金融サービスを提供する「アカウントソリューション」、提携ベンダーの販売促進等のニーズに対し金

融サービスを提供する「ベンダーソリューション」の２事業に区分いたしました。また、グローバル事業において

は、成長戦略の推進とガバナンス強化の両立をめざし、各地域における事業執行責任者を新設し、「欧州」「米

州」「中国」「ASEAN」の４事業に区分いたしました。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の区分に基づき作成しております。　　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益(円) 101.01 116.57

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 11,806 13,625

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 11,806 13,625

普通株式の期中平均株式数(株) 116,887,626 116,887,293
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

(剰余金の配当)

平成26年10月27日開催の取締役会において、第58期(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)における

剰余金の配当に関し、次のとおり決議いたしました。

平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり剰余金の配当を行う。

①  １株当たりの配当金額 27.00円

②  配当金の総額  3,155百万円

③ 剰余金の配当の効力発生日(支払開始日) 平成26年11月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月12日

日立キャピタル株式会社

執行役社長  三  浦  和  哉  殿

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   辻         幸   一   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    内   藤   哲   哉    ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   須   藤         謙   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立キャピタル

株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日か

ら平成26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立キャピタル株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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